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村章 〒 300-0492 地域指定 一部事務組合加入事業

美浦村（みほむら） 法人番号 3000020084425
公営企業

※令和２年３月31日現在

029-885-4953
〈 住所 〉 稲敷郡美浦村大字受領1515番地 退職手当　消防賞じゅつ金　交通共

済　消防災害補償　非常勤公務災害
市町村会館管理　滞納処分等　し尿
ごみ　建設機械　火葬場・斎場　消
防　共同研修

法適用（上水　電気）
法非適用（公共下水
農業集落排水）〈 ＴＥＬ 〉 029-885-0340 〈 ＦＡＸ 〉

〈 Ｈ Ｐ 〉 http://www.vill.miho.lg.jp
〈e-mail〉 info＠vill.miho.lg.jp

類型 Ⅳ－２ 地方公共
団体コ－ド

084425 面積 66.61 ｋ㎡

①長等（令和２年５月１日現在） ①沿革

＜行政組織＞ ＜概要＞

長
なかじま　さかえ 任 期 令和5年5月14日

昭和30年4月1日　合併
木原村　安中村　舟島村大字舟子
昭和30年4月1日　名称変更
美浦村

72 歳）

副村長 欠員

中島　栄
就任回数 4 期目

②議会（令和２年５月１日現在） ②地勢・風土等

任　　　　期 令和5年4月20日 条例定数 12 人 現議員数

議　　　　長 下村　宏 副議長 山崎　幸子   首都圏70km圏内，茨城県の南部に位置し，霞ヶ浦に面し
た湖畔特有の田園景観に恵まれている。稲作中心の農業
が盛んな一方，ＪＲＡ美浦トレーニング・センター，大手ＩＣ工
場，野菜工場（パプリカ・マッシュルーム），民間ゴルフ場等
を有する。村の中央を国道125号線及び同バイパスが走り，
土浦市を経て常磐自動車道に接続している。村営のメガ
ソーラー発電所を建設し，売電事業を行っている。

12 人

党　派　別 公明党2人，共産党1人，無所属9人　

③職員数（平成３１年４月１日現在） （人）

全職員数 普通会計関係 公営事業
会計関係うち一般行政関係

一般行政職の
平均給料月額

3,207 百円 ラスパイレ
ス指数 98.8

地域手当
補正後

ラス指数

163 140 99 23 ③人口・世帯数

平成１７年 平成２２年 平成２７年 （令和２年４月１日）

国勢調査 常住人口

全職員数
の  推  移

平成28年4月1日 平成29年4月1日 平成30年4月1日

人
口

男 9,169 8,797 8,048

98.8 区分

165 166 162
女 8,949 8,502 7,794 7,142

7,423

合計 18,118 17,299 15,842 14,565

<村長>
　
　総　 務　 部－総務課
　　　　　　　　　　企画財政課（管財情報室）
　　　　　　　　　　税務課
　　　　　　　　　　収納課
　　　　　　　　　　住民課

　保健福祉部－福祉介護課
　　　　　　　　　　健康増進課
　　　　　　　　　　国保年金課

　経済建設部－都市建設課（企業誘致推進室）
　　　　　　　　　　経済課（農業委員会）
　　　　　　　　　　生活安全課
　　　　　　　　　　上下水道課

＜会計管理者＞
　会 　計　 課

＜議会＞
　議会事務局

＜教育委員会＞－＜教育長＞
　学校教育課（統合小学校建設室）
　指導室
　生涯学習課
　子育て支援課
　美浦幼稚園
　保育所

④機構図（令和２年４月１日現在）

有権者数
男 女 計 老齢人口割合

④有権者数（令和２年３月２日現在） ⑤老齢人口割合 （R２.１.１住基人口）

世帯数 6,216 6,305 5,958 5,880

6,660 6,232 12,892 29.8 ％

＜産業・経済＞

人口1人当り住民所得 3,426 千円

住民所得 520 億円

第１次 1,317 1.8 ％ 396 5.1

②産業構造 (百万円・人）

区分 総生産額（平成２９年度） 就業人口（平成２７年国調）

市町村内
総生産 747 億円

①生産・所得（平成２９年度）

％

％第２次 32,227 43.1 ％ 2,072 26.7

総額・総数 74,692 － 7,821 －

％第３次 40,729 54.5 ％ 5,287 68.2

③農業・工業・商業 （人・百万円）

農業 農家数 うち専業農家戸数 農業就業人口

（H29.1.1～12.31）
（平成３０年６月１日）

25 1,461 62,267

製造業 事業所数 従業者数
製造品出荷額等

（平成２７年２月１日）
449 63 409

卸・小売業 事業所数 従業者数
年間販売額 

（H27.1.1～12.31）
（平成２８年６月１日）

85 511 10,276

④特産物

米，マッシュルーム，レンコン，水産加工品，いちご，パプリ
カ



（千円・％） ④市町村税の状況（平成３０年度） （千円・％）

区分

＜財政状況＞

①決算収支

歳　　入 5,660,329 6,167,572

徴収率
[  ]は県平均値

平成２９年度決算 平成３０年度決算 増減率
区分 調定額 収入額

9.0

歳　　出 5,454,835

（ 35.9 ） (

5,979,775 9.6
市町村民税・個人

（構成比）
187,797 - 35.7 ） [96.5]

882,503 864,046 97.9

187,797

形式収支 205,494

99.6

単年度収支 17,365 △ 17,697

-
市町村民税・法人

（構成比）

164,187 163,478

- （ 6.7

実質収支 205,494

-

） ( 6.8 ） [98.7]

99.0

②主な歳入・歳出（平成３０年度） （百万円・％） 市町村税合計
（国保除く） 2,456,779 2,420,106

98.5

（ 51.7 ）

固定資産税
（構成比）

1,269,128 1,255,854

( 51.9 ）

実質単年度収支 △ 53,292 963

[96.1]

区　　分 決算額 構成比 増減額 増減率 [96.6]

9.0 ＜公共施設整備状況＞（平成３１年度） ※１は令和元年度6,168 － 508歳　　　入

0 か所

地方交付税 971 15.7 24

1.6 小学校 ※１ 3 校 プ－ル2,420 39.2 38地方税

児童館 2 か所

国庫支出金 358 5.8

2.5 中学校 ※１ 1 校

園 老人福祉施設 8 か所幼稚園 ※１ 2

地方債 826

△ 19 △ 5.0

か所

うち臨財債 360 5.8 △ 15

保育所 ※１ 2 か所 病院・一般診療所 513.4 361 77.6

56.2 ％認定こども園 ※１ 0 園 道路改良率

道路舗装率 65.1 ％25.9 104 7.0

△ 4.0

図書館 0 か所

戸

その他 1,593

－ 525 9.6

％

歳　　　出 5,980

114 1.8 △ 123 △ 51.9 公営住宅 0うち繰入金

％公民館等 3 か所 汚水処理普及率 88.7

上水道等普及率 95.6

1 か所△ 33 △ 1.3 体育館義務的経費 2,579 43.2

人件費
＜主要施策等＞

扶助費 662

21.9 △ 71 △ 5.21,307

公債費 610

11.1 △ 16 △ 2.4

普通建設事業費 999

16.7 712 名　　称 期間 内　　　容 概　 算
事業費投資的経費

10.2 54 9.7
①主要施策実施状況 （百万円）

248.1999

・産地確立推進事業
・道路新設改良事業
・交通弱者対策事業
・宅造地内雑草刈取除去事業

1,244
16.7 712 248.1

うち単独 741 12.4

うち補助 205 3.4

子どもの健やか
な成長を育む村
づくり

R2△ 6.0

△ 14.8

176 606.9

自然豊かで美し
く住みよい村づく
り

R2

2,402 40.1 △ 154

540 268.7

いつまでも安心・
安全に暮らせる
村づくり

R2

うち繰出金 687 11.5 △ 119

143

・障がい者（児）自立支援事業
・予防接種事業
・防犯対策事業

770③主要指標（平成３０年度）

・健全化判断基準

・医療費給付事業
・子どものための教育・保育給付事業
・子育て支援事業

592その他の経費

実質赤字比率 - ％ (15.00 ) 個性と活力にあ
ふれる村づくり

R2

・競走馬の里美浦PR事業
・特定空家対策事業
・定住促進事業
・企業誘致事業連結実質赤字比率 - ％ (20.00 )

・行政情報化推進事業
・ふるさと応援寄附金事業
・ふるさと創生事業

92将来負担比率

実質公債費比率 5.4 ％ ( 25.0 ) [6.8]

35.4 ％ ( 350.0 ) [37.1]

・普通会計に関する主な指標

みんなと一体と
なって進める村
づくり

R2

②今後の主要課題・特色ある行政等
財政力指数（令和元年度） 0.707 [0.706]

＜主要課題＞
　・行政改革
　・上・下水道整備の推進
　・健康づくり対策
　・文化・教育の高揚
　・少子高齢化社会への対応
　・農業・商業の活性化対策
　・企業誘致等財政基盤の確立
＜特色ある行政＞
　・自然豊かで美しく住みよい村づくり
　・子どもの健やかな成長を育む村づくり
　・村民が尊厳を持って豊かに暮らせる村づくり
　・いつまでも安心・安全に暮らせる村づくり
　・個性と活力にあふれる村づくり
　・みんなと一体となって進める村づくり

地方債現在高（A)

％ [91.7]

標準財政規模（令和元年度） 4,122 百万円 [15,286]

経常収支比率 91.9

7,531 百万円 [25,539]

債務負担行為支出予定額（B) 643 百万円 [5,524]

積立金現在高（C) 1,154 百万円 [7,235]

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C) 7,020 百万円 [23,829]

※１　（　）は早期健全化基準，[  ]は県平均値

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均，それ以外は単純平均


